きのくにｅ－ねっと民間等利用規程

（平成２１年　１月２１日制定）

（平成２２年　４月　１日改正）

（平成２２年　５月１０日改正）

（平成２２年　８月　１日改正）

（平成２３年　４月　１日改正）

（平成２５年１２月　９日改正）

（平成２６年　２月１８日改正）

（平成２７年　２月２７日改正）
（令和  元年　８月１９日改正）
第１章　総則
（目的）
第１条　この規程は、きのくにｅ－ねっと（以下「ｅ－ねっと」という。）の利用のうち、民間事業者等が利用する場合の運営について必要な事項を定めるものとする。
（利用対象者）

第２条　この規程に基づきｅ－ねっと利用申込みの資格を有する者（以下「利用対象者」という。）は、次の各号に掲げる者とする。
（1） 県内に電気通信役務提供区域を有する電気通信事業者
（2） 県内に放送区域を有する放送事業者

（3） 電気通信事業者以外及び放送事業者以外の事業者であって、県内に事業所を有する者又は県内に申込みから１年以内に事業所を開設する予定の者

（４）大学、短期大学、高等専門学校及び公的な機関であって、研究活動を行う者（以下「学術研究機関」という。）

（５）その他知事が認める者

（用語の定義）
第３条　この規程において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。
（１）ｅ－ねっと
通信拠点及び各通信拠点間を結ぶコア回線と、業務拠点及び各業務拠点と最寄りの通信拠点を結ぶアクセス回線からなる、県域を結ぶ高速大容量の情報通信ネットワークをいう。

（２）通信拠点
ｅ－ねっとを構成する拠点のうち、ｅ－ねっとの運用及び保守を受託する事業者の管理する

建物内に県が設置する接続機器及び設備をいう。
（３）業務拠点

ｅ－ねっとを構成する拠点のうち、県及び市町村の庁舎内に県が設置する接続機器及び設備をいう。
（４）コア回線

　　　ｅ－ねっとを構成する通信回線のうち、通信拠点間の通信を行うものをいう。

（５）アクセス回線

ｅ－ねっとを構成する通信回線のうち、通信拠点と業務拠点との間の通信を行うものをいう。
第２章　利用の範囲と内容
（利用方法）

第４条　利用対象者のうち、ｅ－ねっとの利用を承認された者（以下「利用者」という。）は、通信拠点又は業務拠点（以下「通信拠点等」という。）に自設回線や回線事業者等の接続サービスを通じて接続することにより、ｅ－ねっとを利用するものとする。

　（利用形態等）
第５条　ｅ－ねっとの利用形態は、次の各号に掲げる内容とし、通信拠点等別利用形態及び利用者の制限については、別紙１のとおりとする。

（１）イーサネット回線サービス

（２）光回線サービス

（３）イーサネット接続サービス

（４）イーサネットVLANサービス

（５）イーサネットVPNサービス
（６）ＩＰ接続サービス

（７）ＩＰ―ＶＰＮサービス

（８）情報共有・交換サービス

ア　ピアリングによる相互接続サービス

イ　クローズドユーザーズグループ（ＣＵＧ）サービス

（９）ｅ－ねっとＡＳＰ接続サービス

ア　ＣＵＧ利用者への情報提供サービス

（１０）その他の県が定める利用形態

　　 　　利用対象は、利用形態毎に県が別途定める。

（利用期間）
第６条　民間事業者等がｅ－ねっとの利用を行う期間は、平成２１年３月１日から令和７年３月３１日までとする。

第３章　利用の手続等
（利用申込み等）
第７条　ｅ－ねっとを利用しようとする者は、きのくにｅ－ねっと利用承認申請書（別記第１号様式）に必要事項を記入の上、次に掲げる書類を添付して、知事に提出しなければならない。ただし、第２０条により利用承認を取り消された者は、再度利用申込みをすることができない。
（１）未成年者にあっては、保護者による同意書
（２）利用対象者の氏名、会社名（代表者名)、住所、利用通信拠点等、利用内容等の情報を県のホームページ等で情報公開することを承諾する旨の書面（きのくにｅ－ねっと利用承認申請に係る情報公開承諾書。別記第１号様式の２）
（利用の承認）
第８条　知事は、次の各号のいずれかに該当するときを除き、利用申込みを受け付けた者のうち、妥当と判断するものについて、適切な利用範囲でｅ－ねっとの利用を承認する。
（１）申込みのあった利用の方法又はその保守が技術上困難なとき。
（２）県が別に定める接続仕様の物理的要件及び論理的要件に適合しないとき。
（３）利用を承認することによりｅ－ねっとの総伝送容量を超過し、他の利用者の通信環境の劣化を招くおそれがあるとき。
（４）きのくにｅ－ねっと利用承認申請書に虚偽の記載を行ったとき。
（５）第２５条に規定する禁止行為を行うおそれがあるとき。
（６）ｅ－ねっとを利用しようとする者が地方税等に係る滞納処分等を受けているとき。

（７）その他第２条の規定に照らして適当でないと判断したとき。
２　知事は、ｅ－ねっとの利用を承認した場合、きのくにｅ－ねっと利用承認通知書（別記第２号様式）により申請者に通知するものとする。
（利用承認の更新）
第９条　利用承認は、年度末を終期とし、当該年度内に利用実績があり、利用終了届の提出等特段の申出がなく、前条第１項各号のいずれかに該当することのない限り、特別な手続をすることなく更新するものとする。
第１０条　削除

（利用状況の報告）
第１１条　ｅ－ねっとの効果的な運用を図るため、利用者は、きのくにｅ－ねっと利用状況報告書（別記第３号様式）を、利用承認更新時に知事に提出しなければならない。

２　県は、ｅ－ねっとの効率的運用を図るため必要があると認めるときは、利用者に対し、利用状況等に関し報告させることができる。
（申込み内容の変更）
第１２条　利用者は、利用承認に係る事項について変更を行おうとするときは、きのくにｅ－ねっと利用内容変更承認申請書（別記第４号様式）を知事に提出しなければならない。
２　前項の規定にかかわらず、利用者は、その氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名について変更があったときは、変更があった日から３０日以内にきのくにｅ－ねっと利用者氏名等変更届出書（別記第５号様式）を知事に提出しなければならない。
３　第８条及び第９条の規定は、第１項の規定による利用内容の変更の承認について準用する。
（権利譲渡の禁止）
第１３条　利用者は、ｅ－ねっとを利用する権利の一部又は全部を第三者に譲渡、貸与（名義貸しを含む｡）又は担保提供等をしてはならない。
（地位の承継の届出）
第１４条　企業又は団体の合併等により利用者の地位を承継しようとする者は、原則として承継しようとする日の３０日前までに、きのくにｅ－ねっとの利用に係る地位承継届（別記第６号様式）により知事に届け出なければならない。
（利用者のネットワーク設備の設置等）
第１５条　ｅ－ねっとの通信拠点等に接続するための通信回線やネットワーク機器に関しては、利用者が自ら設置するものとする。
２　利用者は、ｅ－ねっとの運用に支障を来すことのないよう、前項の設備の維持管理には万全を期すとともに、障害が発生した場合は、県と協力して対応を行うものとする。
（利用者が設置する機器）
第１６条　通信拠点等に接続するため、利用者が機器を設置する場合は、通信拠点等が設置される箇所を管理する者（以下「通信拠点等管理者」という。）の承認を得て、利用者が設置場所を別途確保するものとし、その経費は利用者の負担とする。ただし、メディアコンバータ等の小サイズの機器で、県が設置する設備の未使用スペースに設置可能で、電気使用の状況から既設の電源で電気供給可能な場合は、県の指定する場所への設置を認める。

２　県の庁舎内に利用者が機器を設置する場合は、県の指定する場所に県が指定する方法で設置するものとする。

（入室条件）
第１７条　通信拠点等が設置されている箇所への利用者の入室条件は、次のとおりとする。
（１）通信拠点等管理者が指定する者が立会うものとする。
（２）入室に先立ち、県及び通信拠点等管理者から入室承諾を得ること。原則として、入室申し出は入室の１週間前までに文書（様式任意）で行うこと。ただし、回線障害時等の緊急の場合は、この限りではない。

第４章　利用停止及び利用承認の取消し
（利用の終了）
第１８条　利用者は、ｅ－ねっとの利用を終了するときは、その３０日前までにきのくにｅ－ねっと利用終了届（別記第７号様式）により、知事に届け出なければならない。なお、ｅ－ねっとを利用し、地域に情報通信サービスを提供する電気通信事業者においては、利用終了予定日の３か月前までに、利用終了について知事と協議しなければならない。
２　利用者は、ｅ－ねっとの利用を終了したときは、その責任において県が指定する日までに利用者のネットワーク設備の取外しを行わなければならない。ただし、当該利用者が取外しを行わない場合、県がこれを代行し、当該利用者に対し取外しに要した費用を請求できるものとする。
（利用の停止）
第１９条　知事は、行政目的利用、優先度の高い通信の確保、利用者間の公平性の確保等のため通信の利用を制限する必要がある場合のほか、利用者が次の各号のいずれかに該当する場合には、当該利用者のｅ－ねっとの利用の一部又は全部を一時的に停止できるものとする。
（１）第２５条に定める禁止行為を行ったとき又は行うおそれがあるとき。

（２）この規程に定める事項を遵守しないとき。

（３）申請書に基づく適切な利用をしていないと認められるとき。
（４）県が行う技術的指導及び警告に従わないとき。
（５）その他利用者として県が不適当と判断するに至る行為を行ったとき。
２　県は、前項の規定による利用の一時停止をするときには、あらかじめ利用者に対してきのくにｅ－ねっと利用停止通知書（別記第８号様式）により通知するものとする。ただし、緊急の場合は、この限りではない。
３　県は、第１項の規定による利用の停止の事由が解消されたと認められる場合には、利用の停止を解除するものとする。なお、利用の停止を解除する場合は、利用者に対してきのくにｅ－ねっと利用停止解除通知書（別記第９号様式）により通知するものとする。
（利用承認の取消し）
第２０条　前条の規定により当該利用者の利用が停止されてから、３０日を経過しても改善がなされない場合又は３０日以内であってもｅ－ねっとの運営に著しい支障があると認められる場合には、知事は利用承認を取り消すことができるものとする。
２　前項の規定にかかわらず、利用者がきのくにｅ－ねっと利用承認申請書に虚偽の記載を行ったことが判明したとき又は地方税等に係る滞納処分等を受けたときは、知事は、直ちに利用承認を取り消すことができるものとする。
３　利用承認を取り消したときは、知事は、利用者に対してきのくにｅ－ねっと利用承認取消通知書（別記第１０号様式）により通知するものとする。
４　第１８条第２項の規定は、第１項又は第２項の規定により利用者が利用承認を取り消されたときについて準用する。

第５章　運用・保守
　（セキュリティ対策）
第２１条　県は、ｅ－ねっとの利用を通じた利用者の情報の流出、漏洩、盗難若しくは改ざん、利用者の通信ネットワークへのサイバー攻撃、その他のセキュリティ上の不具合の発生又はｅ－ねっとや利用者の通信ネットワークにおける脆弱性を早期に発見できるようにするため、ｅ－ねっと全体の通信状況の監視や脆弱性の点検を行うものとする。

２　利用者は、ｅ－ねっとに接続して利用する全ての自己の機器に対してウイルス対策を施さなければならない。なお、当該ウイルス対策は常に最新のものに維持されなければならない。

３　利用者は、ｅ－ねっとに接続して利用するソフトウェアとして、提供元が信頼できないものを導入してはならない。

４　利用者は、ｅ－ねっとに接続して利用する全ての自己のソフトウェアについて、更新を行い、常に最新版に維持しなければならない。

５　利用者は、ｅ－ねっとの利用を通じてセキュリティ上の不具合が発生した時は、直ちに県に報告を行うとともに、県の指示に従い当該不具合への対応を行うものとする。

（運用の一時停止）
第２２条　次の各号のいずれかに該当する場合には、県はｅ－ねっとの運用を一時停止することができるものとし、この場合には停止する日の３０日前までに利用者に対して通知するものとする。ただし、緊急の場合にはこの限りではない。
（１）ｅ－ねっとの運用に係る設備の保守又は工事のためやむを得ないとき。
（２）ｅ－ねっとの運用に係る設備に障害が発生する等のやむを得ない事由があるとき。
（３）その他運用の停止が必要であると県が判断したとき。

第６章　利用料等
（利用料等）
第２３条　ｅ－ねっとを民間事業者等が利用する場合の利用料、費用等は、次のとおりとする。
（１）ｅ－ねっとを利用する場合のコア回線利用料及び通信拠点コロケーション料（以下「コア回線利用料等」という。）は、別紙２のとおりとする。ただし、学術研究機関による利用及びｅ－ねっとの有効活用の観点から特に重要と知事が認める利用については、コア回線利用料等を無料とする。

また、複数の市町村に対する共同利用サービスを提供する利用者の当該サービスに係るコア回線利用料は、無料とする。
（２）通信拠点等までの回線費用及び回線工事費用、通信拠点等に持込み設置する機器及び設置に必要な費用、通信拠点等内に利用者が入室する際の通信拠点等管理者が指定する者の立会い費用等は、利用者の負担とする。
（３）利用者は、県が行うｅ－ねっとの変更、追加、全部又は一部の廃止に伴い、利用者の設置する回線、通信機器その他の利用者側に生じる費用及び通信拠点等内に利用者が入室する際の通信拠点等管理者が指定する者の立会い費用等を負担するものとする。

２　前項各号に規定にする利用料、費用等に係る延滞金は、別段の定めがある場合を除き、延滞日数に応じて年５．０パーセントの割合で計算した額とする。ただし、計算の結果、１００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

第７章　利用者の義務及び禁止行為

（利用者の義務）
第２４条　ｅ－ねっとの利用により利用者が他の利用者、県又は第三者に損害を与えた場合は、当該利用者の責任と費用において解決しなければならない。
２　利用者は、この規程を遵守するとともに、ｅ－ねっとの運営に協力しなければならない。
３　利用者は、ホームページ等の自らの広報媒体に、ｅ－ねっとを活用している旨を記載するなど、ｅ－ねっとに対する県民の理解増進に努めなければならない。
（禁止行為）
第２５条　利用者は、次に掲げる行為をしてはならない。
（１）ｅ－ねっとの利用又はその運営を妨害する行為
（２）ｅ－ねっとの運用に係る設備又は他者が利用のため設置した設備に支障を与える行為
（３）他の利用者、県又は第三者の知的財産権、肖像権又はプライバシーを侵害する行為
（４）他の利用者、県又は第三者を差別又は誹誇中傷し、その名誉又は信用を毀損する行為
（５）身分を偽り、第三者になりすましてｅ－ねっとを利用する行為
（６）有害なコンピュータプログラム等の送信行為
（７）他の利用者、県又は第三者に不利益を与える行為
（８）その他法令に違反し又は公序良俗に反する行為

第８章　免責等
（責任の制限）
第２６条　県は、不測の事態によるｅ－ねっとの運用の停止、第２２条の規定に基づくｅ－ねっとの運用の一時停止、第９条の規定に基づく利用承認の非更新、第１９条第１項の規定に基づく利用の停止又は第２０条第１項若しくは第２項の規定に基づく利用承認の取消しによって利用者又は第三者に生じた損害については、損害賠償その他の法律上の一切の責任を負わないものとする。
２　利用者が、ｅ－ねっとの利用に伴って他の利用者又は第三者に対して損害を与えた場合、県は損害賠償その他の法律上の責任を負わないものとする。
３　利用者は、ｅ－ねっとを利用する自己の情報システムを利用する者が、ｅ－ねっとの利用に伴って損害又は費用負担を生じる場合、自己の責任と費用において解決しなければならない。

４　県は、利用者がｅ－ねっとを通じて受発信する情報等について、その完全性、正確性、確実性、有用性等いかなる保証責任も負わないものとする。

５　県は、利用者自身が通信拠点等に接続するためのいかなる機器、ソフトウェアについても、その動作保証を一切行わないものとする。
６　利用者がｅ－ねっとの利用に関する問合せ等に要した経費については、利用者が負担するものとする。

（損害賠償の請求）
第２７条　利用者が違法、不正又はこの規程に反してｅ－ねっとを利用し、それにより県に損害を与えた場合、県は当該利用者に対して損害賠償の請求を行うことができる。

第９章　雑則
（規程の変更）
第２８条　この規程を変更するときは、変更後の規程の施行日の３０日前までに、利用者に対して変更後の規程の施行日及び変更内容をきのくにｅ－ねっと民間等利用規程変更通知書（別記第１１号様式）により通知するものとする。
２　利用者は、規程の施行日の１０日前までに文書で知事に申し出ることにより、変更後の規程の施行日の前日をもってｅ－ねっとの利用を終了することができるものとする。変更後の規程の施行日の１０日前までに利用者からｅ－ねっとの利用を終了する旨の文書が県に到達しなかったときは、規程の変更を承認したものとみなすものとする。
第２９条　削除

第３０条　削除

（連絡事項の通知）
第３１条　県から利用者に対する通知は、この規程に別に規定がない限り、原則として次の各号により行うものとする。
（１）全利用者に共通する通知事項は、県ホームページの連絡事項欄に掲載するとともに、各利用者に電子メール又は文書により通知する。
（２）個別の利用者に対する通知事項は、当該利用者に電子メール又は文書により通知する。
（協議）
第３２条　ｅ－ねっとの利用に当たり、この規程に定めのない事項について疑義が生じた場合、県と利用者双方が誠意を持って協議し、解決を図るものとする。
（合意管轄裁判所）
第３３条　ｅ－ねっとの利用に関して訴訟をもって紛争を解決する必要が生じた場合は、和歌山地方裁判所を合意管轄裁判所とする。
（事務手続）
第３４条　この規程の実施に必要な事務処理は、和歌山県企画部企画政策局情報政策課で行うものとする。
（その他）
第３５条　この規程に定めるもののほか、必要な事項は知事が別に定める。

附則（平成２５年１２月９日改正）

１　この改正は、平成２５年１２月９日から施行する。

２　施行日前に第８条第1項の利用承認を受けた利用者については、改正後の第２３条第１号の規定は、平成２６年４月１日以後の期間に係る利用料について適用し、同日前の期間に係る利用料については、なお従前の例による。
附則（平成２６年２月１８日改正）

１　この改正は、平成２６年２月１８日から施行する。

附則（平成２７年２月２７日改正）

１　この改正は、平成２７年４月１日から施行する。

附則（令和元年８月１９日改正）

１　この改正は、令和元年１０月１日から施行する。

別紙１

通信拠点等別利用形態及び利用者の制限

	通信拠点名又は業務拠点名

	利用形態
	摘　要

	
	利用形態の名称
	ｲｰｻﾈｯﾄ回線ｻｰﾋﾞｽ、ｲｰｻﾈｯﾄ接続ｻｰﾋﾞｽ、ｲｰｻﾈｯﾄVLANｻｰﾋﾞｽ、ｲｰｻﾈｯﾄVPNｻｰﾋﾞｽ、IP接続ｻｰﾋﾞｽ、IP-VPNｻｰﾋﾞｽ
	光回線ｻｰﾋﾞｽ
	情報共有･交換ｻｰﾋﾞｽ
	e-ねっとＡSPｻｰﾋﾞｽ
	

	
	
	
	
	ﾋﾟｱﾘﾝｸﾞ
	CUG
	
	

	
	利用形態の区分
	E
	F
	CP
	CG
	A
	

	
	利用者の制限
	
	
	インターネットの自律システムのＡＳ番号の割当を受けている者であること
	
	
	

	通信拠点
	1　和歌山
	
	○
	○
	○
	○
	○
	

	
	2　岩出
	
	○
	○
	
	○
	
	

	
	3　橋本
	
	○
	○
	
	○
	
	

	
	4　堂島
	
	○
	○
	○
	○
	○
	

	
	5　湯浅
	
	○
	○
	
	○
	
	

	
	6　御坊
	
	○
	○
	
	○
	
	

	
	7　田辺
	
	○
	○
	
	○
	
	

	
	8　新宮
	
	○
	○
	
	○
	
	

	
	9　串本
	
	○
	○
	
	○
	
	

	業務拠点
	1　県庁南別館
	
	○
	
	
	
	
	

	
	2　Big･U

（県立情報交流センター）
	
	○
	
	
	○
	○
	Big･U入居者のみに提供する


別紙２

きのくにｅ－ねっとコア回線利用料及び通信拠点コロケーション料

１　コア回線利用料

回線サービス及び利用帯域毎のコア回線利用料を次のとおりとする。

コア回線利用料表（税抜き）

	回線サービス
	利用帯域
	　　　コア回線利用料（年額）　
	円

	イーサネット回線
	２０Mbps
	５，６００

	
	１００Mbps
	２８，０００

	光回線サービス
	1Gbｐｓ
	１９２，４００


２　通信拠点コロケーション料

機器を設置する用のため提供するラックの利用料を、利用通信拠点等毎に次のとおりとする。

　　通信拠点コロケーション料表（税抜き）

	利用通信拠点等
	　　　　　　　　　ラック利用料（年額）
	円

	
	イーサネット回線

（２０Mbps）
	イーサネット回線

（１００Mbps）
	ラック区画

	通

信

拠

点
	１　和歌山
	５，２００
	３１，１００
	３１，１００

	
	２　岩出
	３，５００
	２０，５００
	２０，５００

	
	３　橋本
	３，５００
	２１，０００
	２１，０００

	
	４　堂島
	７，２００
	４３，２００
	４３，２００

	
	５　湯浅
	３，５００
	２１，０００
	２１，０００

	
	６　御坊
	３，５００
	２１，０００
	２１，０００

	
	７　田辺
	３，５００
	２１，０００
	２１，０００

	
	８　新宮
	３，５００
	２１，０００
	２１，０００

	
	９　串本
	３，５００
	２１，０００
	２１，０００

	業務拠点
	１　県庁南別館
	５，２００
	３１，１００
	３１，１００


　　　注）　イーサネット回線（２０Ｍｂｐｓ）では、一つのラック区画を複数利用者で共用する。

３　コア回線利用料等の支払い

利用者は１及び２を合算した金額を、県の接続承認後に県から請求があってから納期限（納入通知書発行日の翌日から起算して１５日）までに県の指定する収納機関に支払わなければならない。

利用開始、利用終了が年度途中であるときは、月割りで計算した額の１円未満を切り上げた額を支払うものとする。

別記第１号様式（第７条関係）
きのくにｅ－ねっと利用承認申請書
令和　　年　　月　　日
和歌山県知事　様
住所
申請者
氏名
（法人にあっては、主たる事務所の所在地、

名称及び代表者の氏名）
電話　（　　　　）　　　－　　　　
ＦＡＸ（　　　　）　　　－　　　　

　きのくにｅ－ねっとを利用したいので、きのくにｅ－ねっと民間等利用規程第７条の規定により関係書類を添えて以下のとおり申請します。利用に当たってはきのくにｅ－ねっと民間等利用規程を遵守致します。

	申請者業務の概要

／営業内容

（関係資料添付）
	

	申　請　者

連　絡　先

（担当者の連絡先）
	住所
	〒

	
	所属部署
	

	
	氏名
	

	
	電話番号
	（        ）        －

	
	ＦＡＸ
	

	
	E-mail
	


	利用業務／サービスの名称
	

	利用業務／サービスの概要


	

	利用する業務又はサービスの効果／県内での利用メリット
	

	利用理由
	


	利用形態（いずれかに○印）
	イーサネット回線サービス、イーサネット接続サービス、イーサネットＶＬＡＮサービス、イーサネットＶＰＮサービス、ＩＰ接続サービス、ＩＰ－ＶＰＮサービス　（Ｅ）

	
	光回線サービス（Ｆ）

	
	情報共有・交換サービス（ピアリング（ＣＰ）、ＣＵＧ（ＣＧ））

	
	ｅ－ねっとＡＳＰ接続サービス（Ａ）

	利　用　範　囲
	利　　用

通信拠点等
	利用回線ｻｰﾋﾞｽ
	利用帯域
	利用形態の区分（Ｅ、Ｆ、ＣＰ、ＣＧ、Ａ）
	県ラックに装置設置（設置する場合は○印）
	利用開始
希望時期
	摘　　要

	
	和歌山
	
	
	
	
	
	

	
	岩出
	
	
	
	
	
	

	
	橋本
	
	
	
	
	
	

	
	堂島
	
	
	
	
	
	

	
	湯浅
	
	
	
	
	
	

	
	御坊
	
	
	
	
	
	

	
	田辺
	
	
	
	
	
	

	
	新宮
	
	
	
	
	
	

	
	串本
	
	
	
	
	
	

	
	県庁南別館
	
	
	
	
	
	

	
	Big・U
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	説明事項等
	


県ラックに装置設置を要する場合は、装置明細（利用通信拠点等、装置種別、型式、メーカ名、消費電力（最大）、寸法（Ｗ＊Ｈ＊Ｄ）を記入）を添付してください。

	構築するシステム又はサービスの概要


＜通信拠点等間の想定通信量＞
	通信区間（自－至）
	想定通信量(Mbps)


	左記の積算根拠

	－
	
	

	－
	
	

	－
	
	

	－
	
	

	－
	
	

	－
	
	

	－
	
	

	－
	
	

	－
	
	

	－
	
	

	－
	
	

	－
	
	

	－
	
	

	－
	
	

	－
	
	

	－
	
	

	－
	
	


※　利用者側の利用の形態、ネットワーク構成を含む参考資料を別紙として添付してください。
別記第１号様式の２（第７条関係）
きのくにｅ－ねっと利用承認申請に係る情報公開承諾書
令和　　年　　月　　日
和歌山県知事　様
住所
申請者
氏名
（法人にあっては、主たる事務所の所在地、

名称及び代表者の氏名）
電話　（　　　　）　　　－　　　　
ＦＡＸ（　　　　）　　　－　　　　
きのくにｅ－ねっと利用承認申請書の提出に当たり、きのくにｅ－ねっと民間等利用規程第７条の規定に基づき、下記の項目の情報の公開を承諾します。
記
	項　　　　　目
	

	※　利用者の氏名（会社
にあっては代表者名）
	

	※　会　　社　　名
	

	※　住　　　　　所
	

	連絡先電話番号
	

	※　利用通信拠点等
	

	利用内容（利用目的）
	


　上記内容は、利用承認決定後直ちに公開する予定です。

　（※印の項目は記載必須とします。）

別記第２号様式（第８条関係）

第　　　　　号
令和　　年　　月　　日
様
和歌山県知事

きのくにｅ－ねっと利用承認通知書

令和　　年　　月　　日付けで申請のあった、きのくにｅ－ねっと利用承認申請については、下記のとおり承認します。
記
１　利用の内容
	通信拠点等名
	利用形態の区分
	利用回線サービス
	利用帯域
	利用ラック区画数
	ラック区画

単独/

共用
	利用承認期間
	左記の説明等

	
	
	
	
	
	
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
	


	通信区間（自－至）
	承認最大通信容量(Mbps)
	
	通信区間（自－至）
	承認最大通信容量(Mbps)

	－
	
	
	－
	

	－
	
	
	－
	

	－
	
	
	－
	

	－
	
	
	－
	

	－
	
	
	－
	

	－
	
	
	－
	

	－
	
	
	－
	

	－
	
	
	－
	

	－
	
	
	－
	

	－
	
	
	－
	


	付帯事項又は留意事項
	


２　利用条件
　　利用の承認に当たっては、以下の条件を付すこととします。
(1) 利用に当たっては、きのくにｅ－ねっと民間等利用規程を遵守すること。
(2) 利用通信容量については、個々の利用者の利用状況等を勘案し変更を命じることがあること。
(3) 利用開始時期は、事前に承認を受けた場合を除き申請書に記載した利用開始希望時期を遵守すること。

別記第３号様式（第１１条関係）
きのくにｅ－ねっと利用状況報告書
令和　　年　　月　　日
和歌山県知事　様
住所
利用者
代表者名
きのくにｅ－ねっとの利用状況について、きのくにｅ－ねっと民間等利用規程第１１条の規定により報告します。
【令和　　年　　月　　日現在】
	利用概要・効果
	【利用内容】


	
	【県民に対し提供しているサービスの内容】


	
	【効果】


	利用通信拠点等
	

	【担当者】所属：
氏名：
	【連絡先】TEL：
E-mail：


※　利用概要・効果については、適宜、具体的内容を記載した資料を添付すること。

別記第４号様式（第１２条関係）
きのくにｅ－ねっと利用内容変更承認申請書
令和　　年　　月　　日
和歌山県知事　様
住所
申請者
氏名

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、

名称及び代表者の氏名）
きのくにｅ－ねっとの利用について下記のとおり変更したいので、きのくにｅ－ねっと民間等利用規程第１２条第１項の規定により、下記のとおり申請します。
記
	当初利用承認日
	　　年　　月　　日

	変更の内容
	変　更　前
	変　更　後

	
	
	

	変更の理由
	

	備　　　考
	


別記第５号様式（第１２条関係）
きのくにｅ－ねっと利用者氏名等変更届出書
令和　　年　　月　　日
和歌山県知事　様

住所
申請者
氏名

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、

名称及び代表者の氏名）
下記のとおり変更しましたので、きのくにｅ－ねっと民間等利用規程第１２条第２項の規定により届け出ます。

記
	当初利用承認日
	　　年　　月　　日

	変更前の住所、氏名等
	

	
	

	変更後の住所、氏名等
	

	
	

	変更後の運用責任者の
職氏名及び連絡先
	職名　　　　　　　　　　氏名
TEL　　　　　　　　　　　FAX
E-mail

	
	

	変　更　日
	　　　年　　月　　日


別記第６号様式（第１４条関係）
きのくにｅ－ねっとの利用に係る地位承継届
令和　　年　　月　　日
和歌山県知事　様
住所
承継を受ける者
氏名
（法人にあっては、主たる事務所の所在地、

名称及び代表者の氏名）
住所
利用者
氏名
（法人にあっては、主たる事務所の所在地、

名称及び代表者の氏名）
きのくにｅ－ねっとの利用に係る地位を承継するので、きのくにｅ－ねっと民間等利用規程第１４条の規定により下記のとおり届け出ます。
記
	利用者が利用

承認を受けた日
	　　年　　月　　日

	承継の原因
	

	承継を受ける者に

係る運用責任者の

職氏名及び連絡先
	TEL　　　　　　　　　　　　　　FAX
E-mail


添付書類
承継の原因を証する書類

別記第７号様式（第１８条関係） 

きのくにｅ－ねっと利用終了届
令和　　年　　月　　日
和歌山県知事　様
住所
申請者
氏名
（法人にあっては、主たる事務所の所在地、

名称及び代表者の氏名）
下記のとおりきのくにｅ－ねっとの利用を終了しますので、きのくにｅ－ねっと民間等利用規程第１８条第１項の規定により届け出ます。
記
１　利用承認年月日　　　　　　年　　月　　日
２　利用終了年月日　　　　　　年　　月　　日
３　利用を終了する理由
４　利用終了後の原状回復措置（必要な場合のみ）
別記第８号様式（第１９条関係）

第　　　　　号
令和　　年　　月　　日
様
和歌山県知事

きのくにｅ－ねっと利用停止通知書
下記によりきのくにｅ－ねっとの利用を停止するので、きのくにｅ－ねっと民間等利用規程第１９条第２項の規定により通知します。

記
利用停止日　　　　　　年　　月　　日
別記第９号様式（第１９条関係）
第　　　　　号
令和　　年　　月　　日
様
和歌山県知事

きのくにｅ－ねっと利用停止解除通知書
きのくにｅ－ねっとの利用停止を解除したので、きのくにｅ－ねっと民間等利用規程第１９条第３項の規定により通知します。
記
利用停止解除日　　　　　　年　　月　　日
別記第１０号様式（第２０条関係） 
第　　　　　号
令和　　年　　月　　日
様
和歌山県知事

きのくにｅ－ねっと利用承認取消通知書
きのくにｅ－ねっとの利用承認を下記により取り消したので、きのくにｅ－ねっと民間等利用規程第２０条第３項の規定により通知します。
記
利用承認取消日　　　　　　年　　月　　日
別記第１１号様式（第２８条関係）
第　　　　　号
令和　　年　　月　　日
様
和歌山県知事

きのくにｅ－ねっと民間等利用規程変更通知書
きのくにｅ－ねっと民間等利用規程を下記により変更するので、きのくにｅ－ねっと民間等利用規程第２８条第１項の規定により通知します。
記
	変更後の規程の施行日
	　　年　　月　　日

	変更内容
	変更前
	変更後

	
	
	


